
財政調整基金と減債基金の推移 市債残高と実質市債負担額の推移
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財政調整基金 減債基金 市債残高 実質市債負担額 議会費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費

土木費
消防費

教育費
公債費

その他

180,000円

90,000円

0円
4,476円

89,809円

175,502円

30,854円 19,254円 17,250円
56,078円

27,082円
45,471円 49,926円

842円

一般会計当初予算

般会計は、293億9,600万円となり、前年度よ
り37億8,500万円（14.8％）増となりました。

これは、庁舎整備事業費や能代球場整備事業費な
どの増によるものです。

別会計全体の予算規模は、163億870万２千
円となり、前年度より５億6,405万６千円

（3.6％）増となっています。これは、国民健康保険
特別会計などの増によるものです。

業会計全体の予算規模（収益的支出と資本的支
出を合わせた支出総額）は、51億7,215万３千円

で、前年度より4,166万４千円（0.8％）減となっていま
す。これは、主に下水道事業会計の減によるものです。

ことしの予算の全体像

代市の基金（貯金）に、財源が不足する年度
に備えるための財政調整基金と、将来の市債

（借金）返済のための減債基金があります。平成27
年度において、財政調整基金は40億4,099万9千円、
減債基金は15億6,749万７千円となっています。こ
れを合併直後の18年度と比較すると、財政調整基
金は24億6,277万4千円増、減債基金は15億6,694

万５千円増となっています。
　また、市の借金である市債残高は、前年度より
8.5％増となっていますが、交付税算入のある有利
な合併特例債や過疎債を活用しているため、市税
等で賄わなければならない実質的な市債負担額は、
低く抑えられています。

　 平成27年度当初予算の総額は508億7,685万５千円

件費は、定員適正化計画に基づき職員数は減っ
たものの、国勢調査員の報酬などの増により、前

年度より461万円増加しています。
　扶助費は、子ども・子育て支援事業費（施設型給
付費・委託費）、生活保護費などの増により、前年度
より４億6,216万６千円増加しています。
　物件費は、社会保障・税番号制度システム整備事
業費や図書館指定管理料などの増により、前年度より２
億9,185万１千円増加しています。
　普通建設事業費等は、庁舎整備事業費、能代球
場整備事業費、耐震補強事業費などの増により、28
億7,641万６千円増加しています。

税は、個人市民税や固定資産税などの減により、
前年度より２億143万６千円減少しています。

　地方交付税は、国の地方財政計画で減額になって
いるものの、公債費に対する交付税の増などにより、前
年度より２億円増加しています。
　繰入金は、財政調整基金繰入金、庁舎建設基金
繰入金などの増により、前年度より２億9,193万７千円増
加しています。
　市債は、庁舎整備事業債、能代球場整備事業債な
どの増により、19億7,730万円増加しています。

　 歳出予算の特徴

　 市民１人あたりの予算の使い道は

　 市民１人あたりの予算の使い道

　 歳入予算の特徴

　 財政状況

一般会計 293億9,600万円　　
特別会計 163億　870万2千円
企業会計 51億7,215万3千円
　総　計 508億7,685万5千円

当初予算額

一般会計 293億9,600万円
特別会計
　簡易水道事業 5億5,837万6千円 
　農業集落排水事業 1,429万5千円 
　浄化槽整備事業 1億9,962万7千円 
　浅内財産区 345万3千円 
　常盤財産区 504万7千円 
　鶴形財産区 271万6千円 
　檜山財産区 320万4千円 
　国民健康保険 79億2,437万円 
　後期高齢者医療 6億2,146万1千円 
　介護保険 69億7,615万3千円
企業会計
　水道事業 17億2,627万5千円 
　下水道事業 34億4,587万8千円
総　　計 508億7,685万5千円 

平成２７年度の各会計の当初予算額

※H24年度に下水道事業が特別会計から企業会計へ移行

261.0

自主財源
（28.3％）

依存財源
（71.7％）

義務的経費
（42.7%）

その他
経費

　　（39.1％）

投資的経費
（18.2％）

歳 出 歳 入

総額
293億9,600万円

地方譲与税、地方消費税交付金ほか（4.7％）
　　13億8,509万円

繰入金（3.4％） 9億9,458万円
諸収入（2.3％） 6億6,882万9千円
使用料及び手数料（1.4%） 4億1,130万6千円
繰越金（0.8％） 2億5,000万円
財産収入、寄附金（0.7%） 1億9,663万9千円 
分担金及び負担金（0.3%）1億167万8千円

地方交付税（29.3%） 86億円

市債（16.8％）
　　49億3,900万円
国庫支出金（13.8%）
　　40億6,439万1千円
県支出金（7.1%）
　　20億7,760万1千円

市税（19.4％）
57億688万6千円

扶助費（19.3%） 56億7,079万3千円

人件費（13.7%） 40億3,871万4千円

公債費（9.7%） 28億4,125万9千円

補助費等（14.4%） 42億2,174万8千円
物件費（11.6%） 34億1,247万1千円
繰出金（8.5%） 25億960万7千円

積立金・出資金・貸付金（1.9%） 
　　　　　　5億4,604万1千円

普通建設事業費等（18.2%） 53億4,706万3千円

維持補修費（2.7%） 8億830万4千円

※市民１人あたりの額は、予算額を平成27年2月末日の人口（56,909人）で割り返したものです。

議 　 会 　 費
総 　 務 　 費
民 　 生 　 費
衛 　 生 　 費
農林水産業費
商 　 工 　 費
土 　 木 　 費
消 　 防 　 費
教 　 育 　 費
公 　 債 　 費
そ 　 の 　 他
　合　　計

4,476円
89,809円

175,502円
30,854円
19,254円
17,250円
56,078円
27,082円
45,471円
49,926円

842円
516,544円

使 い 道 の 内 容
2億5,473万4千円

51億1,090万5千円
99億8,763万1千円
17億5,585万8千円
10億9,571万2千円
9億8,169万9千円

31億9,133万4千円
15億4,120万2千円

25億8,773万円
28億4,125万9千円

4,793万6千円
293億9,600万円

予　算　額 市民１人あたり
市議会の運営に
まちの行事や防災、市役所や出張所の管理などに
高齢者や障がい者、小さな子どもたちなどのために
ごみの収集運搬、健康診査や予防接種などに
農業や林業の振興などのために
中小企業の振興や工業振興、観光振興などのために
道路や下水道の整備などに
消防活動や救急業務などに
学校や文化・体育施設などの教育関係に
市の借入金返済に
災害など緊急時の予備などに
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